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コージェネ導入事例
Case1

医療法人 原三信病院
地域中核病院としての機能充実とともに

非常時の BCP 性と平常時の省エネ性を向上
Case2

東レバッテリーセパレータフィルム株式会社
ガスタービン・コージェネの導入で

エネルギーの最適利用と非常時の生産活動維持を実現
Case3

スマートコモンライフ甲府富士見
世界初の 3 電池連動制御住宅などによる

エネルギーの地産地消を産学官民連携で実証

編集後記
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Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
か
ら
み
た

今
後
の
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と

Ｚ
Ｅ
Ｂ
／
Ｚ
Ｅ
Ｈ
お
よ
び

コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
果
た
す
役
割

１
９
５
８
年
福
岡
県
生
ま
れ
。

早
稲
田
大
学
建
築
学
科
教
授
、専
門
は
建
築
環
境
学
。

１
９
８
０
年
早
稲
田
大
学
卒
業
。工
学
博
士
。

デ
ン
マ
ー
ク
工
科
大
学
、

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
ー
校
、

お
茶
の
水
女
子
大
学
を
経
て
現
職
。

田た

辺な

べ 

新し

ん

一い
ち 

氏
早
稲
田
大
学 

創
造
理
工
学
部
建
築
学
科 

教
授
／

早
稲
田
大
学 

ス
マ
ー
ト
社
会
技
術
融
合
研
究
機
構（
Ａ
Ｃ
Ｒ
Ｏ
Ｓ
Ｓ
） 

住
宅・建
築
環
境
研
究
所 

所
長

昨
年
末
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21（
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回
締
約
国
会
議
）で

「
パ
リ
協
定
」が
採
択
さ
れ
た
。

日
本
は
２
０
３
０
年
ま
で
に
２
０
１
３
年
比
26
％
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
を
約
束
し
た
。

そ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
へ
の
影
響
と
、

そ
こ
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｂ（
ネ
ッ
ト・ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー・ビ
ル
）や

Ｚ
Ｅ
Ｈ（
ネ
ッ
ト・ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー・ハ
ウ
ス
）、

そ
し
て
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン（
熱
電
併
給
）シ
ス
テ
ム
が
果
た
す
役
割
な
ど
に
つ
い
て
、

早
稲
田
大
学
の
田
辺
新一教
授
に
解
説
し
て
い
た
だ
い
た
。

は
じ
め
に

　

昨
年
（
２
０
１
５
年
）
11
月
末
か
ら
12
月

に
か
け
て
、
フ
ラ
ン
ス
・
パ
リ
に
お
い
て
Ｃ

Ｏ
Ｐ
21
（
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回

締
約
国
会
議
）
が
開
催
さ
れ
た）

1
（

。
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21

で
日
本
は
２
０
３
０
年
ま
で
に
２
０
１
３
年

比
26
％
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減
を
約

束
し
た
が
、
こ
れ
が
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
に
ど
の
よ
う
な
意
味
を
持
つ
の
か
に
関
し

て
考
え
て
み
る
こ
と
と
し
た
い
。
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
と
二
酸
化
炭
素
削
減
が
同
時
に

語
ら
れ
る
の
で
、
非
常
に
混
乱
す
る
が
、
こ

れ
は
政
府
の
資
料
に
は
両
者
の
計
算
結
果
し

か
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
で
も
あ
る
。
少
し

整
理
し
な
が
ら
解
説
す
る
よ
う
に
し
よ
う
。 1
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日
本
の
約
束2

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
二
酸
化
炭
素
発
生
量

は
、
簡
単
に
い
う
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
と

単
位
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
当
た
り
の
二
酸
化

炭
素
排
出
量
（
原
単
位
）
の
掛
け
算
で
計
算

さ
れ
る
。
例
え
ば
、
省
エ
ネ
２
割
、
原
単
位

改
善
２
割
で
、
０
・８
×
０
・８
＝
０
・
64
と

な
り
、
二
酸
化
炭
素
は
36
％
削
減
で
き
る
こ

と
に
な
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
議
論

で
２
０
３
０
年
の
電
源
構
成
が
示
さ
れ
て
い

る
が
、
現
実
的
に
ど
こ
ま
で
大
き
な
原
単
位

改
善
が
行
わ
れ
る
か
は
明
確
に
見
通
せ
な
い

部
分
も
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
徹
底
し
た
省
エ

ネ
を
進
め
る
こ
と
が
第
一
に
な
る
。

　
で
は
、
日
本
が
そ
れ
を
で
き
て
き
た
の
だ
ろ

う
か
。

　

日
本
が
２
０
０
２
年
に
受
諾
し
た
京
都
議

定
書
で
は
、
２
０
０
８
〜
２
０
１
２
年
度
の

第
一
約
束
期
間
に
お
い
て
、
１
９
９
０
年
比

で
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
６
％
削
減
す
る

約
束
を
遵
守
す
る
よ
う
に
頑
張
っ
て
き
た
。

そ
の
結
果
で
も
、
第
一
約
束
期
間
中
５
年
平

均
の
総
排
出
量
は
12
億
７
８
０
０
万
ト
ン
で

基
準
年
よ
り
も
実
は
１
・
４
％
増
加
し
て
い

た
。
森
林
等
吸
収
源
お
よ
び
京
都
メ
カ
ニ
ズ

ム
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
加
味
し
て
基
準
年
比
８
・

７
％
減
と
な
り
、
京
都
議
定
書
の
目
標
で
あ

る
６
％
減
を
や
っ
と
ク
リ
ア
し
た
。
こ
の
こ

と
か
ら
考
え
て
も
従
来
の
延
長
で
は
な
い
革

新
的
な
対
策
が
、
省
エ
ネ
に
も
、
原
単
位
改

善
に
も
必
要
で
あ
る
。

　

表
１
に
政
府
が
示
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二

酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
排
出
量
の
各
部
門
の

排
出
量
の
目
安
を
示
す
。
家
庭
分
野
、
業

務
そ
の
他
部
門
（
以
下
、
業
務
部
門
と
呼

ぶ
）
で
そ
れ
ぞ
れ
40
％
の
削
減
が
必
要
と
な

る
。
一
方
で
、
表
２
に
示
し
た
の
が
エ
ネ
ル

ギ
ー
削
減
量
で
あ
る
。
政
府
の
長
期
エ
ネ
ル

ギ
ー
需
給
見
通
し
で
は
、
２
０
３
０
年
ま

で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
削
減
量
を
原
油
換
算
で

５
０
３
５
万
kL
と
し
て
い
る
。

　

二
酸
化
炭
素
排
出
量
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
を
比
較
し
て
み
よ
う
。
例
え
ば
、
業
務
部

門
で
は
二
酸
化
炭
素
削
減
量
は
40
％
に
対
し

て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
削
減
割
合
は
19
％
と

な
る
。
業
務
部
門
、
家
庭
部
門
で
は
電
力
由

来
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
割
合
が
大
き
い

の
で
原
単
位
改
善
の
影
響
が
大
き
く
加
味
さ

れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に
関
し
て
は

２
０
１
３
年
度
の
家
庭
部
門
で
14
％
、
業
務

部
門
で
18
％
と
同
程
度
の
割
合
で
あ
る
。
も

と
も
と
、
暖
房
な
ど
が
充
分
行
わ
れ
て
い
な

い
日
本
の
住
宅
に
お
い
て
さ
ら
に
省
エ
ネ
を

行
う
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
考

え
方
が
必
要
と
な
る
。
一
方
で
、
日
本
は
超

高
齢
化
社
会
を
迎
え
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
を
削
減
し
な
が
ら
、
太
陽
光
な
ど
の
創
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
、
快
適
性
や
健
康
性
を

向
上
さ
せ
る
と
い
う
大
き
な
課
題
に
挑
戦
す

る
必
要
が
あ
る
。
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［特別寄稿］ＣＯＰ21からみた今後の日本のエネルギー政策とＺＥＢ／ＺＥＨおよびコージェネの果たす役割

2013年 2030年

排出実績
（百万t-CO2）

排出割合
（％）

排出目安
（百万t-CO2）

CO2削減量
（百万t-CO2）

削減負担割合
（％）

削減率
（％）

産業部門 429 35% 401 28 9% 7%
業務その他部門 279 23% 168 111 36% 40%
家庭部門 201 16% 122 79 26% 39%
運輸部門 225 18% 163 62 20% 28%
エネルギー転換部門 101 8% 73 28 9% 28%
エネルギー起源CO2 1235 100% 927 308 100% 25%

2013年 2030年

一次エネルギー消費量
（PJ)

原油換算
（万kL）

消費割合
（％）

エネルギー削減量
（万kL）

削減負担割合
（％）

削減率
（％）

産業部門 6231 16076 44% 1,042 21% 6%
業務その他部門 2531 6530 18% 1,226 24% 19%
家庭部門 2012 5191 14% 1,160 23% 22%
運輸部門 3235 8346 23% 1,607 32% 19%
全部門 14009 36143 100% 5,035 100%

産
業
部
門
と

業
務
部
門

3
　

日
本
に
は
産
業
部
門
、
業
務
部
門
を
含
め

て
５
７
６
万
カ
所
を
超
え
る
事
業
所
が
あ
る
。

そ
の
う
ち
産
業
部
門
は
18
％
の
１
０
５
万
カ

所
、
業
務
部
門
は
74
％
の
４
２
６
万
カ
所
で

あ
る
。
数
で
い
う
と
業
務
部
門
が
産
業
部
門

の
４
倍
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
原
油
換
算

年
間
１
５
０
０
kL
以
上
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使

用
す
る
工
場
・
事
業
所
の
数
は
、
産
業
部
門

で
９
１
１
２
カ
所
、
業
務
部
門
で
５
５
４
７

カ
所
で
あ
る
。
産
業
部
門
の
９
１
１
２
カ
所

は
全
工
場
・
事
業
所
数
１
０
５
万
カ
所
と
比

較
す
る
と
１
％
に
も
満
た
な
い
が
、
産
業
部

門
全
体
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
に
対
し
て
約

９
割
を
占
め
る
。
そ
の
た
め
、
こ
れ
ら
の
工

場
・
事
業
所
に
関
し
て
は
、
定
期
報
告
が
求

め
ら
れ
て
き
た
が
、
省
エ
ネ
取
組
状
況
に
応

じ
て
事
業
者
を
ク
ラ
ス
分
け
す
る
こ
と
が
検

討
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
産
業
部
門
に

関
し
て
は
規
制
的
な
取
り
組
み
が
行
い
や
す

い
が
、
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
で
あ
る
業
務
部
門
に

関
し
て
は
、
大
部
分
の
事
業
所
の
個
々
の
省

エ
ネ
可
能
絶
対
量
そ
の
も
の
は
決
し
て
大
き

く
な
い
。
こ
れ
が
対
策
を
難
し
く
し
て
い
る

部
分
で
あ
る
。
し
か
も
、
ス
ト
ッ
ク
建
築
物

が
多
い
の
が
特
長
で
あ
る
。

［表1］ 各部門のエネルギー起源二酸化炭素排出量の目安

［表2］ ２０３０年の各部門のエネルギー削減量（２０１３年比）

※「日本の約束草案」（2015年7月17日、地球温暖化対策推進本部決定）を基に作成

※資源エネルギー庁総合政策課「平成26年度（2014年度）におけるエネルギー需給実績（確報）」（2016年4月）を基に作成

from COP21
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（50%以上省エネ） （正味で75%以上省エネ）

（正味で100%以上省エネ）
ZEB Ready Nearly ZEB

ZEB

空調
換気
照明
給湯
昇降機

50%削減

Co-GENET Vol.11

666.6

588.2

465.3

396.4

328.6

250

240

237.9

232.8

232

192.4

191.3

187.9

178.4

68.9

37.5

37.4

32.7

30.8

30.8

28.2

22.7

18.5

18.3

15.1

15.1

7.7
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銑鉄

セメント

事業用電力

粗鋼（転炉）

パルプ

熱供給業

熱間圧延鋼材

洋紙・和紙

合成ゴム

ソーダ工業製品

レーヨン・アセテート

冷間仕上鋼材

板紙

鋳鉄品及び鍛工品（鉄）

浴場業

映画館

出版

宿泊業

小売

喫茶店

一般飲食店（除喫茶店）

医療（国公立）

医療（医療法人等）

医療（公益法人等）

不動産仲介・管理業

不動産賃貸業

金融

国内生産額当たりのエネルギー投入量（ＧＪ/百万円）

業務部門では、アウトプット（サービス
等）を増加させたとしても、エネルギー
コストがそれほど増加しないケースが
多い（例：コンビニの客数）。

　

業
務
部
門
の
ど
の
業
種
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
が
大
き
い
の
だ
ろ
う
か
。
現
在
、
事
務

所
・
ビ
ル
、
卸
・
小
売
、
病
院
、
ホ
テ
ル
・

旅
館
の
４
業
種
で
業
務
部
門
の
約
６
割
を
占

め
る
。
事
務
所
・
ビ
ル
が
増
加
し
て
い
る
の

は
床
面
積
が
増
加
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
が
、

こ
れ
は
日
本
の
産
業
が
知
識
産
業
化
し
て
い

る
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

　

用
途
別
に
分
類
す
る
と
、
例
え
ば
事
務
所

に
関
し
て
は
空
調
、
照
明
・
コ
ン
セ
ン
ト
の

負
荷
が
大
き
い
。
コ
ン
セ
ン
ト
と
は
コ
ン
セ

ン
ト
に
つ
な
が
れ
た
パ
ソ
コ
ン
や
プ
リ
ン

タ
ー
、
コ
ピ
ー
な
ど
に
よ
る
電
力
消
費
で
あ

て
業
務
部
門
で
は
事
業
コ
ス
ト
全
体
に
占
め

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
の
割
合
は
実
は
低
い
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
と
い
う
の
は
固
定
費
に

近
い
と
理
解
す
る
経
営
者
も
お
り
、
ど
の
よ

う
に
し
て
経
営
課
題
と
し
て
省
エ
ネ
を
意
識

し
て
も
ら
う
か
を
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

す
な
わ
ち
、
単
な
る
省
エ
ネ
メ
リ
ッ
ト
だ
け

の
訴
求
で
は
知
識
産
業
の
会
社
経
営
者
に
は

魅
力
が
少
な
い
こ
と
に
な
る
。
そ
れ
を
解
決

で
き
る
技
術
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
だ
ろ
う
。
米
国
な
ど

で
は
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
と
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利

用
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
が
安
価
で
行
わ
れ

る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

4
る
。
一
方
、病
院
で
は
給
湯
、空
調
が
大
き
い
。

業
務
用
で
あ
る
と
い
っ
て
画
一
的
な
対
策
で

は
効
果
が
低
い
。
ま
た
、
事
務
所
ビ
ル
に
関

し
て
は
研
究
や
デ
ー
タ
が
そ
ろ
っ
て
き
て
い

る
が
、
そ
の
他
の
用
途
に
関
し
て
は
デ
ー
タ

す
ら
充
分
で
は
な
い
。
今
後
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情

報
通
信
技
術
）
の
発
展
に
よ
り
安
価
に
自
動

的
に
デ
ー
タ
が
収
集
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
、

も
う
少
し
き
め
細
か
い
対
策
が
行
い
や
す
く

な
る
だ
ろ
う
。

　

図
１
は
生
産
額
当
た
り
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
投

入
量
に
関
し
て
業
務
部
門
と
産
業
部
門
の
業

種
を
並
べ
た
も
の
だ
。
産
業
部
門
と
比
較
し

［図1］ 国内生産額当たりのエネルギー投入量

※資源エネルギー庁・第2回省エネルギー
小委員会資料3「省エネルギーに関する
情勢及び取組の状況について」（2014
年6月24日）から引用
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（50%以上省エネ） （正味で75%以上省エネ）

（正味で100%以上省エネ）
ZEB Ready Nearly ZEB

ZEB

空調
換気
照明
給湯
昇降機

50%削減

［特別寄稿］ＣＯＰ21からみた今後の日本のエネルギー政策とＺＥＢ／ＺＥＨおよびコージェネの果たす役割

　

省
エ
ネ
法
の
改
訂
に
よ
り
建
築
物
は
効

率
評
価
か
ら
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

で
評
価
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
れ
は

大
き
な
変
革
点
で
あ
る
。
空
調
設
備
、
照

明
、
給
湯
設
備
な
ど
で
使
用
す
る
と
推
計
さ

れ
る
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
（
Ｍ
Ｊ
／
㎡

年
）
を
算
出
し
て
そ
の
値
で
適
否
が
判
断
さ

れ
る
。
２
０
１
７
年
４
月
か
ら
は
延
床
面

積
２
０
０
０
㎡
以
上
の
非
住
宅
建
築
物
に
関

し
て
省
エ
ネ
の
義
務
化
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
適
合
は
最
低
レ
ベ
ル
の
目
標
で
あ
る
。

こ
れ
よ
り
進
ん
だ
取
り
組
み
に
関
し
て
は
Ｂ

Ｅ
Ｌ
Ｓ
（
ベ
ル
ス
）
と
い
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
性

能
表
示
が
行
え
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
欧

州
で
は
す
で
に
不
動
産
の
重
要
説
明
事
項
に

な
っ
て
い
る
が
、
日
本
で
も
ビ
ル
や
住
宅
に

燃
費
表
示
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
当
た
り
前
に

な
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

　

そ
の
究
極
的
な
目
標
と
し
て
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ

（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
）

が
あ
る
。
知
的
生
産
性
や
健
康
性
を
犠
牲
に

し
な
い
超
省
エ
ネ
化
、
究
極
の
目
標
を
説
明

す
る
に
は
Ｚ
Ｅ
Ｂ
と
い
う
用
語
は
優
れ
て
い

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｂ

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
検
討
委
員
会
に
お
い
て
Ｚ
Ｅ

4
建
築
物
省
エ
ネ
法
と

Ｚ
Ｅ
Ｂ（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
）

［図2］ 

ZEB
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：完全ZEB
年間の一次エネルギー消費量が正味
ゼロまたはマイナスの建築物。再生可
能エネルギーを除き、基準一次エネル
ギー消費量 から50％以上の一次エネ
ルギー消費量削減した上で、再生可能
エネルギーを加えて、基準一次エネル
ギー消費量から100％以上の一次エ
ネルギー消費量削減した建物。

ＺＥＢの定義

※資源エネルギー庁「ZEB
ロードマップ検討委員会　
とりまとめ」（2015年12
月）を基に作成

Nearly ZEB
（ニアリー・ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
ZEBに限りなく近い建築物として、ZEB Readyの
要件を満たしつつ、再生可能エネルギーにより年
間の一次エネルギー消費量をゼロに近付けた建築
物。再生可能エネルギーを除き、基準一次エネル
ギー消費量から50％以上の一次エネルギー消費
量削減をした上で、再生可能エネルギーを加えて、
基準一次エネルギー消費量から75％以上100％
未満の一次エネルギー消費量削減をした建物。

ZEB Ready
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル・レディ）
ZEBを見据えた先進建築物とし
て、外皮の高断熱化及び高効率な
省エネルギー設備を備えた建築
物。再生可能エネルギーを除き、
基準一次エネルギー消費量 から
50％以上の一次エネルギー消費
量削減をした建物。

from COP21

Ｂ
の
定
義
が
明
確
に
さ
れ
た）

2
（

。
定
義
や
計
算

法
を
明
確
に
し
て
い
け
ば
、
建
築
業
界
が
全

体
と
し
て
目
指
す
べ
き
技
術
開
発
や
必
要
な

施
策
の
方
向
性
が
定
ま
る
。

　

Ｚ
Ｅ
Ｂ
と
は
、「
先
進
的
な
建
築
設
計
に

よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
負
荷
の
抑
制
や
パ
ッ
シ
ブ

技
術
の
採
用
に
よ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
積

極
的
な
活
用
、
高
効
率
な
設
備
シ
ス
テ
ム
の

導
入
等
に
よ
り
、
室
内
環
境
の
質
を
維
持
し

つ
つ
大
幅
な
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
を
実
現
し
た

上
で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
導
入
す
る

こ
と
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
立
度
を
極
力

高
め
、
年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の

収
支
を
ゼ
ロ
と
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
建
築

物
」
と
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ
は
設
計
時
評
価
、
運
用
時

評
価
の
い
ず
れ
で
も
実
現
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
が
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
検
討
委
員
会
に
お

け
る
定
義
で
は
設
計
時
で
評
価
す
る
こ
と
と

し
た
。
ま
た
、
実
現
・
普
及
に
向
け
て
、
い

く
つ
か
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
Ｚ
Ｅ
Ｂ
を
定
義
し

た
。
国
が
述
べ
る
「
Ｚ
Ｅ
Ｂ
」
は
Ｎ
ｅ
ａ
ｒ

ｌ
ｙ 

Ｚ
Ｅ
Ｂ
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ 

Ｒ
ｅ
ａ
ｄ
ｙ
含
め

た
広
い
概
念
を
表
す
も
の
で
あ
る
。
図
２
に

定
義
を
整
理
し
た
。
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も
、｢

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
と
し

て
活
用
が
期
待
さ
れ
る
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
を
含

む
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
１
１
９
０
億 

ｋ
Ｗ
ｈ
程
度
）
の
導
入
促
進
を
図
る｣

と
明

記
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
関
連
資
料
に
は
コ
ス
ト
試
算
も
収

録
さ
れ
て
い
る
が
、
現
時
点
で
も
太
陽
光
発

電
な
ど
と
比
較
し
て
充
分
価
格
競
争
力
の
あ

る
電
源
に
な
っ
て
い
る
。

　

こ
こ
で
、
設
計
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

の
対
象
か
ら
は
、
Ｏ
Ａ
機
器
や
コ
ン
セ
ン
ト

な
ど
の
そ
の
他
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
は

除
か
れ
て
い
る
。
こ
の
点
に
は
注
意
が
必
要

発電

送配電網

住宅・建築

ガス供給

情報 発電（太陽光・コージェネなど）
エネルギー供給（電気・ガスなど）熱

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
期
待

　

今
回
は
住
宅
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
ネ
ッ

ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ハ
ウ
ス
）
の
取

り
組
み
に
関
し
て
は
誌
面
都
合
で
割
愛
し
た

が
、
２
０
１
５
年
度
か
ら
爆
発
的
な
普
及
を

見
せ
て
い
る
。
日
本
で
２
０
１
５
年
度
に
新

築
さ
れ
た
Ｚ
Ｅ
Ｈ
は
１
万
棟
を
超
え
た
と
推

計
さ
れ
て
い
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｂ
や
Ｚ
Ｅ
Ｈ
が
増
加

し
て
く
る
と
ど
の
よ
う
な
社
会
に
な
っ
て
く

る
の
だ
ろ
う
か
。
住
宅
や
建
物
は
送
配
電
網

や
ガ
ス
供
給
網
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
受

け
る
だ
け
で
は
な
く
、
逆
潮
や
熱
の
供
給
も

行
え
る
よ
う
に
な
る
。
図
３
に
模
式
的
に
示

し
た
。
加
え
て
、
建
築
・
住
宅
単
体
か
ら
地

域
や
町
単
位
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ー
ジ
メ

ン
ト
が
重
要
に
な
る
。
早
稲
田
大
学
で
は
林

泰
弘
教
授
を
中
心
に
ス
マ
ー
ト
社
会
技
術
融

合
研
究
機
構
（
Ａ
Ｃ
Ｒ
Ｏ
Ｓ
Ｓ）

3
（

）
を
設
立
し
、

こ
の
分
野
の
研
究
を
開
始
し
て
い
る
。

　

そ
の
よ
う
な
社
会
で
は
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー

シ
ョ
ン
（
熱
電
併
給
）
シ
ス
テ
ム
は
活
躍
の

場
が
さ
ら
に
広
が
る
だ
ろ
う
。
熱
融
通
が
エ

リ
ア
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
特
に
ス

ト
ッ
ク
対
策
と
し
て
期
待
で
き
る
。
政
府
の

長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
に
お
い
て

で
あ
る
。
計
算
方
法
は
、
２
０
１
３
年
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
準
で
定
め
ら
れ
て
い
る
計
算
方

法
に
従
う
も
の
と
す
る
。
従
っ
て
、
こ
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
採
用
さ
れ
て
い
な
い
技
術
は
エ

ネ
ル
ギ
ー
削
減
量
が
考
慮
で
き
な
い
こ
と
に

な
る
た
め
、
新
技
術
の
評
価
が
可
能
な
よ
う

な
仕
組
み
が
必
要
で
あ
る
。

5

［図3］ 次世代の省エネ住宅・ビル

from COP21

【参考文献】
1) 環境省、国連気候変動枠組条約第21回締約国会

議（COP21）及び京都議定書第11回締約国会合
（COP/MOP11）の結果について［http://www.
env.go.jp/earth/cop/cop21/］

2) 資源エネルギー庁｢ZEBロードマップ｣をとりま
とめました。2015年12月17日［http://www.
meti.go.jp/press/2015/12/20151217002/ 
20151217002.html］

3) 早稲田大学、スマート社会技術融合研究機構
（ACROSS） ［http://www.waseda.jp/across/］
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Case1
医療法人 原三信病院

Case2
東レバッテリーセパレータフィルム株式会社

Case3
スマートコモンライフ甲府富士見

コ
ー
ジ
ェ
ネ
導
入
事
例

C o g e n e r a t i o n  C a s e  S t u d y



　医療法人 原三信病院は、福岡（黒田）藩の
藩医として召し抱えられた医師が、代々、原三
信を襲名し、その12代目が1879（明治12）
年に現在地に診療所を開業したことに始ま
る。さらに13代目が1902（明治35）年に泌
尿器科を主とした九州初の私立病院を開業、
以降、地域になくてはならない中核病院とし
て発展し、大手医療機関に囲まれた医療過密
地区にありながらも、今年で創立137年とな
る。常に自らに「変化すること」を課し、「古い
もの」を維持するだけではなく、「新しいもの」
もいいものであれば取り入れていく柔軟性、
そのDNAは代々受け継がれている。
　これまで注力してきた泌尿器科に加え、地
域医療の高度化を目指すというコンセプトの
下、内科・外科をさらに充実させた新棟東館
を今春完成させた。本稿では、新棟東館で導
入された非常時のBCPの向上と平常時のエ
ネルギーの高効率運用を目的としたコージェ
ネレーション（熱電併給）システム（以下、コー
ジェネ）を中心に紹介する。

地域中核病院としての機能充実とともに
非常時のBCP性と平常時の省エネ性を向上

医療法人 原三信病院

■ 施設概要
名 称 医療法人 原三信病院 東館
所 在 地 福岡市博多区大博町1-8
構 造 鉄骨造、一部SRC・RC造
規 模 地下1階、地上8階

面 積
敷地面積3,498㎡
建築面積2,186㎡
延床面積13,825㎡

竣 工 2016（平成28）年3月
病 床 数 東館226床、既存病棟（本館、南館、別館）133床

コージェネ導入のポイント
非常時のBCPの向上と平常時の 
エネルギーの高効率運用

医療過密地区にありながら 
民間の地域中核病院としてさらなる発展

病院機能を維持しながらの建て替え、 
初期費用の抑制などを工夫

1

2

3

H a r a s a n s h i n  H o s p i t a l

Case1
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一
般
に
病
院
建
物
に
お
け
る
各
種
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
消
費
割
合
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
体

消
費
に
対
し
て
電
力
７
割
、
ガ
ス
２
割
、
油

１
割
で
、
電
力
依
存
度
が
最
も
高
く
な
っ
て

い
る
。
医
療
カ
ル
テ
の
電
子
化
も
進
ん
で
い

る
こ
と
か
ら
、
東
日
本
大
震
災
の
よ
う
な
非

常
時
の
電
力
イ
ン
フ
ラ
途
絶
の
際
に
も
医
療

行
為
を
継
続
す
る
た
め
の
対
策
は
必
須
で
あ

課
題
解
決
の
た
め
の
設
備
導
入

病
院
建
物
の
特
徴
と
建
て
替
え
時
の
課
題

■ 新棟東館のコージェネ概要

メ ー カ ー 名 ヤンマーエネルギー
システム

発 電 出 力 35kW

台 数 12台

排熱利用用途 冷暖房、給湯

発 電 効 率 34％

排熱回収効率 50％

運用開始年月 2014（平成26）年11月

導入したコージェネ（35kW×12台連結）

❶電力の信頼性を向上させるためのシステム構築が
必要

❷他用途建物と比較してエネルギー消費量が多いた
め、平常時のエネルギーの高効率運用が必要

❸これらの大掛かりなシステム構築には高いイニ
シャルコストが必要

❹さらに、病院機能を維持しながらの建築工事には
いろいろと制約が多い

［
非
常
時
に
お
け
る
対
応
］

　

電
力
の
引
き
込
み
を
、
本
線
の
ほ
か
予
備

線
を
加
え
て
、
２
回
線
受
電
方
式
を
採
用
し

て
い
る
。
さ
ら
に
、
医
療
に
直
結
し
72
時
間

対
応
が
必
要
な
人
命
に
関
わ
る
設
備
（
医
療

ガ
ス
ポ
ン
プ
、
寝
台
用
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
等
）

に
対
し
て
は
油
に
よ
る
非
常
用
発
電
機
に
よ

り
供
給
し
、
病
院
機
能
維
持
に
関
係
し
長
時

間
稼
働
が
必
要
な
設
備
（
空
調
、
乗
用
エ
レ

ベ
ー
タ
ー
等
）
に
対
し
て
は
コ
ー
ジ
ェ
ネ
よ

り
供
給
す
る
。
ま
た
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
用
の
ガ

る
。
以
上
を
ふ
ま
え
た
病
院
建
物
の
建
て
替

え
時
の
課
題
は
以
下
の
通
り
と
な
る
。

11 コージェネ導入事例



謝辞
　今回の工事により新病棟は、がんに対するさらな
る治療の充実を図り、放射線治療装置（トモセラ
ピー）とダ・ヴィンチ（ロボット手術装置）という
大きな設備を導入するべく手術室も広くしたという
お話。これからますます近隣医療機関との連携を推
進し、地域と未来をつなぐ病院に進化していきたい
という “気概 ”を強く感じました。
　今回の取材に当たり、ご多忙にもかかわらずご対
応いただいた、医療法人 原三信病院 企画情報室 藤
原室長、田代室長代理、株式会社 竹中工務店 九州支
店 設計部 藤田様、西部ガステクノソリューション株
式会社 事業開発部 藤野課長にはこの場をお借りして
改めて御礼を申し上げます。 （取材・文：木村直明）

今
後
の
展
望

新東館

受水槽

ポンプ

MRI

東館

立体駐車場

1

16

17

22

23

32

33 37

38

マニホールド

本館

南館
別館

本館

Ⅱ期建物

Ⅰ期建物

南館
別館

国松ビル

ヒノマル
ビル

リネン庫

解体範囲

■ 建て替え前後の建物配置

　

新
棟
東
館
の
完
成
に
よ
り
、
２
０
１
６
年

度
か
ら
フ
ル
稼
働
す
る
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
電

主
・
熱
主
そ
れ
ぞ
れ
の
運
転
デ
ー
タ
を
解
析

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
更
な
る
高
効
率
な
設

備
切
り
替
え
の
タ
イ
ミ
ン
グ
を
探
る
。
将
来

的
に
は
、
既
存
病
棟
の
本
館
・
南
館
・
別
館

へ
、
今
回
設
置
し
た
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
排
熱
を

棟
間
融
通
す
る
こ
と
に
よ
り
、
年
間
総
合
効

率
84
・
０
％
の
実
現
を
目
指
し
た
計
画
を
検

討
す
る
予
定
で
あ
る
。

制
御
）
で
運
用
す
る
こ
と
に
よ
り
年
間
総
合

効
率
が
70
・
７
％
と
な
り
、
さ
ら
な
る
高
効

率
運
転
を
目
指
し
て
い
る
。

［
資
金
調
達
］

　

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
を
低
減
す
る
た
め
、
一

般
社
団
法
人
都
市
ガ
ス
振
興
セ
ン
タ
ー
に
よ

る
分
散
型
電
源
導
入
促
進
事
業
費
補
助
金
に

て
補
助
率
１
／
２
を
獲
得
。
さ
ら
に
西
部
ガ

ス
テ
ク
ノ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
ガ
ス
エ

ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
受
託
サ
ー
ビ
ス
（
月
々

の
定
額
サ
ー
ビ
ス
料
で
費
用
分
割
）
を
活
用

す
る
こ
と
に
よ
り
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
等
の
設
備

を
導
入
す
る
た
め
の
初
期
費
用
を
抑
え
た
。

［
工
事
時
に
お
け
る
工
夫
］

　

今
回
の
建
築
工
事
は
、
病
院
機
能
を
維
持

し
な
が
ら
行
う
建
て
替
え
工
事
で
あ
っ
た
た

め
、
１
期
工
事
（
〜
２
０
１
４
／
８
）
と
２

期
工
事
（
〜
２
０
１
６
／
３
）
に
分
け
て
実

施
。
コ
ー
ジ
ェ
ネ
設
備
等
の
設
置
ス
ペ
ー
ス

の
確
保
、
お
客
さ
ま
駐
車
場
の
切
り
替
え
、

新
病
棟
と
既
存
病
棟
間
移
動
用
の
仮
設
通
路

の
設
置
等
、
非
常
に
制
限
さ
れ
た
ス
ペ
ー
ス

お
よ
び
工
程
で
の
作
業
で
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
近
隣
に
マ
ン
シ
ョ
ン
等
住
居
が
非

常
に
多
く
、
騒
音
に
対
す
る
懸
念
が
あ
っ
た

た
め
、
騒
音
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
影

響
の
あ
る
範
囲
に
防
音
壁
を
設
置
し
近
隣
に

ス
イ
ン
フ
ラ
は
、
震
災
に
強
い
中
圧
ガ
ス
を

引
き
込
ん
で
い
る
。

［
平
常
時
に
お
け
る
対
応
］

　

４
０
０
kW
級
の
発
電
機
で
は
な
く
、
35 

kW

の
発
電
機
を
12
台
連
結
し
た
コ
ー
ジ
ェ
ネ
と

す
る
こ
と
に
よ
り
、
故
障
、
保
守
点
検
の
影

響
を
最
小
限
に
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、熱
主
・

電
主
運
転
切
り
替
え
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
よ

り
、
７
〜
９
月
の
電
力
需
要
の
高
い
時
期
は

電
主
運
転
（
電
力
需
要
に
応
じ
て
コ
ー
ジ
ェ

ネ
の
稼
働
台
数
を
制
御
）、
そ
の
他
の
時
期

は
熱
主
運
転
（
排
熱
利
用
先
か
ら
の
排
熱
要

求
量
に
応
じ
て
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
稼
働
台
数
を

対
す
る
配
慮
も
行
っ
た
。
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ガスタービン・コージェネの導入で
エネルギーの最適利用と非常時の生産活動維持を実現

To r a y  B a t t e r y  S e p a r a t o r  F i l m  C o . ,  L t d .

　リチウムイオン二次電池（ＬＩＢ）は現在、携帯電話やタ
ブレット端末、ノートブックパソコンなど数多くの様々な
携帯型コミュニケーションツールに使用されており、今
後もこうした電子機器の世界的な普及、発展に伴い、さ
らなる高性能化が見込まれている。加えて近年では電
気自動車やハイブリッド電気自動車向けにも採用され
ており、今後は自然エネルギーや大規模蓄電システム
との併用も含め、ますます成長が期待されている。
　東レバッテリーセパレータフィルム株式会社は、ＬＩＢ
の主要部材であるバッテリーセパレータフィルム（ＢＳＦ）
のリーディングカンパニーとして、20余年にわたり高い
品質と信頼性を有した製品を世界の市場に供給してお

■ 施設概要
名 　 称 東レバッテリーセパレータフィルム株式会社
所 在 地 栃木県那須塩原市井口1190番13
敷 地 面 積 10万2000㎡
BSF事業開始 1991（平成3）年
用 　 途 工場/高品質バッテリーセパレータフィルムの製造

最適システムの導入と運用を目指して
工場全体の省エネおよび環境価値の向上
補助金事業とＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業を活用したライフサイクルコストの低減
導入後の更なる改善

1
2
3

り、製品は那須塩原市の本社工場で生産されている。
　この工場では、エネルギーの最適利用を追求すると
ともに、環境価値向上や非常時においても工場の生産
活動を維持することを目指してガスタービン・コージェ
ネレーション（熱電併給）システムを導入した。今回は導
入から運用についての取り組みを紹介する。

東レバッテリーセパレータフィルム株式会社

Case2

13 コージェネ導入事例



■ ガスタービン・コージェネレーションシステム概要
メ ー カ ー 川崎重工業
モ デ ル 名 ＰＵＣ17Ｄ
発 電 出 力 １６６０kW
総 合 効 率 84%

　

リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
二
次
電
池
の
主
力
部
品

を
製
造
す
る
本
工
場
で
は
、
生
産
能
力
の
増

強
に
伴
い
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
最
適
利
用
方
策

を
検
討
し
た
結
果
、
こ
れ
ま
で
利
用
し
て
い

た
灯
油
焚
き
ボ
イ
ラ
シ
ス
テ
ム
か
ら
Ｌ
Ｎ
Ｇ

ギ
ー
使
用
量
の
削
減
率
は
20
％
超
と
、
大
幅

な
省
エ
ネ
化
を
達
成
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
本
工
場
が
あ
る
地
域
で
は
気
象
条

件
に
よ
る
電
源
ト
ラ
ブ
ル
（
落
雷
や
降
雪
に

よ
る
着
雪
・
倒
木
等
）
が
、
年
に
数
回
発
生

す
る
。
そ
の
た
め
、
停
電
対
応
と
し
て
、
生

産
設
備
ご
と
に
非
常
時
用
Ｕ
Ｐ
Ｓ
（
無
停
電

電
源
装
置
）
に
よ
る
対
策
と
Ｃ
Ｇ
Ｓ
に
よ
る

対
策
を
施
し
、
高
い
生
産
品
質
の
維
持
・
向

上
に
努
め
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
の
実
績
で
は
、

気
象
情
報
等
の
早
期
情
報
収
集
に
よ
っ
て
速

や
か
に
対
応
方
策
（
Ｃ
Ｇ
Ｓ
に
よ
る
単
独
負

荷
切
替
な
ど
）
を
検
討
・
実
施
す
る
こ
と
で
、

生
産
設
備
へ
の
重
大
な
ト
ラ
ブ
ル
を
幾
度
と

な
く
回
避
し
て
き
た
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
概
要（
最
適
な
シ
ス
テ
ム
へ
の
更
新
）

（
液
化
天
然
ガ
ス
）
へ
の
燃
料
転
換
を
図
り
、

省
エ
ネ
性
の
向
上
、Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
と
い
っ

た
環
境
価
値
の
向
上
を
目
指
し
た
。　

　

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
（
以

下
Ｃ
Ｇ
Ｓ
）
は
、
総
合
効
率
84
％
の
最
新
型

高
効
率
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
（
川
崎
重
工
業
製
）

を
採
用
し
た
。
環
境
負
荷
の
低
減
も
考
慮
さ

れ
、低
Ｎ
Ｏ
Ｘ

（
窒
素
酸
化
物
）
仕
様
と
な
っ

て
い
る
。
発
電
機
の
容
量
選
定
に
つ
い
て
は
、

24
時
間
の
連
続
運
転
に
お
い
て
も
Ｃ
Ｇ
Ｓ
か

ら
発
生
す
る
排
熱
（
蒸
気
）
を
余
す
こ
と
な

く
使
い
き
る
よ
う
選
定
さ
れ
て
い
る
。
工
場

内
の
熱
需
要
の
変
動
（
短
時
間
に
て
大
幅
に

蒸
気
需
要
が
変
動
す
る
ケ
ー
ス
あ
り
）
に
対

し
て
は
、
最
新
型
の
貫
流
ボ
イ
ラ
（
三
浦
工

業
製
）
を
採
用
し
、
Ｃ
Ｇ
Ｓ
と
共
に
、
負
荷

追
従
・
制
御
さ
れ
て
い
る
。
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
も
つ

エ
ネ
ル
ギ
ー
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限
に
有

効
活
用
し
、
製
造
設
備
の
蒸
気
使
用
量
も
削

減
す
る
な
ど
し
て
、
事
業
所
全
体
の
エ
ネ
ル

補
助
金
事
業
と
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
の
活
用

　

本
シ
ス
テ
ム
は
、
２
０
１
２
年
度
エ
ネ

ル
ギ
ー
使
用
合
理
化
等
事
業
者
支
援
事
業

（
２
０
１
４
年
ま
で
の
複
数
年
事
業
）
に

対
し
、
株
式
会
社
エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
ン

ス
（
現
：
東
京
ガ
ス
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ
株
式
会
社
）
と
と
も
に
共

同
申
請
し
た
。
そ
の
申
請
内
容
が
評
価
さ
れ

補
助
金
事
業
と
し
て
採
択
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
設
備
更
新
に
よ
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
果
（
顧
客
の
利
益
）
を
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
者

が
保
証
す
る
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
サ
ー
ビ
ス
を
採
用
し

た
。
設
備
更
新
時
期
を
迎
え
て
も
自
前
投
資

で
は
多
額
な
初
期
費
用
が
必
要
と
な
る
た
め
、

効
果
的
な
設
備
更
新
に
踏
み
切
れ
な
い
事
案

も
多
く
あ
る
。
そ
う
し
た
事
案
と
は
対
照
的

に
、
本
事
業
は
補
助
金
と
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
の

活
用
に
よ
り
設
備
費
用
お
よ
び
初
期
投
資
費

用
の
大
幅
な
抑
制
を
実
現
し
、
さ
ら
に
は
省

各 効 率 発電効率：２６．５％
熱回収効率：５７．５％

設 置 台 数 ２台

ガスタービン・コージェネレーションシステム
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　きれいに整備された世界屈指のＢＳＦ製造工場。標語や構内ルールが明示さ
れ、高い品質にて事業運営されていることが、当日の皆様の親切丁寧なご対応
からも垣間見ることができました。
　取材の当日は、ガスタービン設備の定期点検中という、大変多忙な時期にも
かかわらず、多くの方にご対応をいただきました。導入後の様々な取り組みは、
製品仕様以上のパフォーマンスを発揮するシステムになるだろうと強く感じた
次第です。当日ご対応をいただきました東レバッテリーセパレータフィルム（株）　
名取総務部長、秋吉環境安全室長はじめ皆様、東京ガスエンジニアリングソ
リューションズ（株）本田課長に紙面を借りて御礼申し上げます。

（取材・文：渡邉規寛）

　

初
の
Ｃ
Ｇ
Ｓ
導
入
と
い
う
こ
と
で
、
不
安

や
苦
労
も
あ
っ
た
が
、
ユ
ー
ザ
ー
と
Ｅ
Ｓ
Ｃ

Ｏ
事
業
者
と
の
間
で
月
に
一
度
定
期
開
催
す

る
ト
ラ
イ
ア
ル
会
議
に
て
課
題
を
抽
出
し
、

改
善
方
策
の
検
討
と
実
施
に
よ
り
、
導
入
初

期
の
課
題
が
解
消
さ
れ
た
。
こ
の
会
議
は
、

今
で
は
さ
ら
に
高
い
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
生

み
出
す
改
善
の
場
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
導
入
当
初
か
ら
懸
案
事
項
を
工
場

側
と
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
者
が
そ
れ
ぞ
れ
全
て
洗

い
出
し
、
リ
ス
ト
化
し
て
、
課
題
ご
と
に
徹

底
的
に
改
善
方
策
を
議
論
・
検
討
し
て
き
て

お
り
、
双
方
の
信
頼
度
も
高
ま
っ
て
い
る
。

　

改
善
方
策
の
一
例
を
紹
介
す
る
。
地
域
柄
、

冬
に
は
雪
が
降
る
が
、
特
に
寒
い
時
期
に
は

パ
ウ
ダ
ー
状
の
雪
と
な
る
。
こ
の
パ
ウ
ダ
ー

状
の
雪
が
、
Ｃ
Ｇ
Ｓ
の
吸
気
口
（
冷
却
用
空

気
取
り
入
れ
口
）
に
集
ま
る
こ
と
に
よ
り
風

量
低
下
に
よ
る
吸
気
量
不
足
と
な
る
事
象
が

発
生
し
た
。
試
行
錯
誤
の
結
果
、
現
在
は
吸

気
口
付
近
に
ネ
ッ
ト
と
シ
ー
ト
に
よ
る
養
生

を
実
施
。
冷
却
用
の
風
量
を
損
な
う
こ
と
な

く
、
パ
ウ
ダ
ー
状
の
雪
対
策
を
確
立
し
た
。

　

ま
た
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
サ
テ
ラ
イ
ト
設
備
に
お
い

て
は
、
冬
期
に
気
化
器
表
面
に
氷
結
が
発
生

し
、
気
化
能
力
が
低
下
す
る
こ
と
へ
の
対
策

と
し
て
、
気
化
器
へ
の
温
水
の
散
水
を
実
施

し
て
い
る
。

最
新
設
備
導
入
後
の
更
な
る
改
善
策
追
求

　

こ
の
よ
う
に
ユ
ー
ザ
ー
と
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業

者
と
の
終
わ
り
な
き
改
善
の
追
求
は
、
本

シ
ス
テ
ム
が
当
初
計
画
以
上
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
省
Ｃ
Ｏ
２

お
よ
び
高
い
経
済
性
を
生

み
出
す
源
と
な
っ
て
い
る
。

ＬＮＧサテライト設備
■ 補助事業にて導入（更新）したシステム

ガスタービン・コージェネレーションシステム 川崎重工業製　１６６０ｋＷ×２台（前出）

Ｌ Ｎ Ｇ サ テ ラ イ ト 設 備 ＬＮＧタンク：６００ｋＬ×１基／気化器：１２００ｋｇ×４基

小 型 貫 流 ボ イ ラ 三浦工業製　（既設　貫流ボイラ入替）

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
も
達
成
し
て
い
る
好
事
例
で

あ
る
。

　

な
お
今
回
の
補
助
事
業
対
象
設
備
は
、
高

効
率
ボ
イ
ラ
へ
の
更
新
（
灯
油
焚
き
ボ
イ
ラ

↓
Ｌ
Ｎ
Ｇ
焚
き
貫
流
ボ
イ
ラ
）、
高
効
率
ガ

謝辞

ス
タ
ー
ビ
ン
・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ

ス
テ
ム
お
よ
び
、
そ
れ
ぞ
れ
に
供
給
さ
れ
る

燃
料
設
備
（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
サ
テ
ラ
イ
ト
タ
ン
ク
）

の
新
設
で
あ
る
。
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
果
は
事

業
当
初
の
計
画
ど
お
り
実
行
さ
れ
て
い
る
。
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世界初の3電池連動制御住宅などによる
エネルギーの地産地消を産学官民連携で実証

スマートコモンライフ
甲府富士見

　スマートコモンライフ甲府富士見は、甲府市におけ
るエネルギーの地産地消を検討する協議体「スマート
フロンティアKOFU」のプロジェクトとして始動した甲
信越地区では初となるスマートシティ構想実証タウン
である。この協議体は産学官民から構成され、本スマー
トタウンの場合は、積水ハウスと東京ガス山梨の「産」、
山梨大学の「学」、甲府市の「官」、住民の「民」が連携し
て進めてきた。東京ガス山梨より、自社所有の「飯田ガ
スホルダー」跡地に家庭用燃料電池（以下、エネファー
ム）を組み込んだ創エネ住宅をつくる案がまとまり、住
宅メーカー（快適な家づくり）、大学（エネルギーリポー
トの作成）、行政（創エネに対する補助等）へ打診を行
い、導入に至る。
　現在9戸の住宅には、エネファーム、太陽光発電、
HEMS（住宅エネルギー管理システム）が標準装備さ
れ、そのうち2戸には、蓄電池も設置されている。山梨

S m a r t  C o m m o n  L i f e  K O F U - F U J I M I

■ 施設概要
名 称 スマートコモンライフ甲府富士見
所 在 地 山梨県甲府市富士見2-1456
総 区 画 数 9区画
土 地 面 積 すべて70坪以上

設 置 設 備 燃料電池0.7ｋW及び太陽光発電3.6kW（9戸）、
蓄電池9kWh（2戸）

運用開始年月 2012（平成24）年10月

スマートタウン実証のポイント
産・学・官・民の連携
創エネ住宅
エネルギーの地産地消

1
2
3

大学による2012年10月の入居から3年間に及ぶ電力
使用状況のデータ分析結果等もふまえた内容を、今回
紹介する。

Case3
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住
宅
の
特
長

実
測
結
果
と
省
エ
ネ
意
識
の
向
上

　

電
力
使
用
量
デ
ー
タ
は
、
山
梨
大
学
の

学
生
が
各
家
庭
の
外
回
り
か
ら
無
線
Ｌ
Ａ

Ｎ
（
構
内
情
報
通
信
網
）
に
て
収
集
す
る
た

め
、
住
民
側
が
特
に
面
対
す
る
必
要
は
な
い
。

太陽電池

燃料電池 電力消費 蓄電池

電力会社

一般
分電盤

自立
分電盤

お風呂 テレビ 冷蔵庫

エアコン

照明

非常時に使える部屋

■ 世界初の3電池連動制御住宅

フロー表示 非常時の蓄電池残量表示

■ HEMSのモニター表示例

　

全
戸
に
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
と
エ
ネ

フ
ァ
ー
ム
が
設
置
さ
れ
て
お
り
、
ダ
ブ
ル
発

電
が
可
能
で
あ
る
。
日
中
は
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム

に
よ
り
発
電
を
行
い
、
同
時
に
夜
間
の
給
湯

に
備
え
て
温
水
を
蓄
え
、
電
気
と
熱
を
最
大

限
活
用
で
き
る
。
さ
ら
に
太
陽
光
発
電
と
組

み
合
わ
せ
る
こ
と
で
住
宅
に
必
要
な
電
力
を

供
給
し
、
余
っ
た
電
力
は
売
電
し
、
ト
ー
タ

ル
で
光
熱
費
を
大
幅
に
削
減
（
１
９
９
０
年

頃
に
建
て
ら
れ
た
一
般
住
宅
と
比
較
し
て
年

間
約
23
万
円
減
）
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い

る
。
蓄
電
池
シ
ス
テ
ム
が
設
置
さ
れ
て
い
る

２
戸
に
限
っ
て
は
、
停
電
時
で
も
１
日
程
度

は
電
力
供
給
が
可
能
で
あ
る
。
ま
た
地
震
等

の
有
事
の
際
に
お
い
て
も
、
ガ
ス
供
給
と
給

水
が
継
続
さ
れ
て
い
れ
ば
、
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム

に
よ
り
給
湯
が
可
能
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に

同
一
設
備
を
標
準
装
備
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

街
並
み
も
統
一
感
が
増
し
、
収
集
デ
ー
タ
の

比
較
も
容
易
に
行
え
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

大
学
側
も
、
月
ご
と
の
明
細
書
に
て
分
析
す

る
の
と
は
異
な
り
、
回
路
別
に
詳
細
な
デ
ー

タ
収
集
が
で
き
る
た
め
研
究
の
質
の
向
上
に

つ
な
が
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ポ
ー
ト
は
各
戸

17 コージェネ導入事例



謝辞
　日照量が全国有数の甲府市。取材時は本当に良いお天気に恵まれ、富
士山がたいへんきれいに見えました。地域特性を生かし自然との共生を
含めた広い視野を持ち、省エネ意識を高めていくことの重要性にあらた
めて気づいた一日でした。
　今回の取材に当たり、ご多忙にもかかわらずご対応いただいた、山梨
大学 島崎准教授、積水ハウス株式会社 山梨支店 名取総括課長、東京ガ
ス山梨株式会社 山﨑主任、小尾様にはこの場をお借りして改めて御礼を
申し上げます。 （取材・文：木村直明）

Case3 - S m a r t  C o m m o n  L i f e  KO F U - F U J I M I

コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
き
っ
か
け

今
後
の
展
望

■ ECOマネシステム画面

　

省
エ
ネ
状
況
が
把
握
で
き
る
Ｅ
Ｃ
Ｏ
マ
ネ

シ
ス
テ
ム
の
画
面
の
う
ち
、
特
に
電
力
自
給

率
が
低
い
と
氷
が
解
け
て
ペ
ン
ギ
ン
が
氷
か

ら
落
ち
て
し
ま
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
モ
ニ
タ
ー
画

面
な
ど
は
、
小
さ
い
お
子
様
に
大
変
人
気
が

あ
り
、
親
子
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

き
っ
か
け
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
大
学
側
は
１
９
６
４
（
昭
和
39
）

年
、
現
在
、
２
０
２
０
（
平
成
32
）
年
の

家
電
製
品
と
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
比
較
し
、

電力使用量のデータ収集

中学校への環境教育

の
時
間
帯
別
・
回
路
別
の
電
力
使
用
量
デ
ー

タ
を
収
集
し
、
全
戸
平
均
の
比
較
デ
ー
タ
や

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
イ
ス
を
掲
載
し
、
毎

月
、
各
戸
に
配
布
し
て
い
る
。
回
路
別
に
電

力
使
用
量
が
わ
か
る
た
め
、
あ
る
程
度
使
用

者
が
特
定
さ
れ
、
居
住
者
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

意
識
を
高
め
る
こ
と
に
非
常
に
役
立
っ
て

お
り
、
好
評
で
あ
る
。
最
新
の
次
世
代
環

境
住
宅
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
と
、
売

電
量
は
買
電
量
の
４
・
９
倍
、
電
力
自
給
率

は
69
％
、
従
来
の
標
準
戸
建
４
人
世
帯
と
比

較
し
た
節
電
効
果
は
60
％
程
度
等
（
以
上
す

べ
て
２
０
１
３
（
平
成
25
）
年
〜
２
０
１
５

（
平
成
27
）
年
の
各
戸
の
年
間
平
均
）、
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
効
果
は
確
実
に
結
果
が
出
て
お
り
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ポ
ー
ト
（
見
え
る
化
）
の
成

果
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

２
０
２
７
（
平
成
39
）
年
の
リ
ニ
ア
モ
ー

タ
ー
カ
ー
開
通
に
向
け
て
、
リ
ニ
ア
駅
近
郊

は
、
災
害
に
強
く
環
境
に
優
し
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
自
立
度
の
高
い
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
本

事
業
で
得
ら
れ
た
知
見
や
デ
ー
タ
を
、
駅
近

郊
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
起
点
と
し
た
街
づ
く
り

に
役
立
て
、
甲
府
市
全
体
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

地
産
地
消
に
つ
な
げ
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

１
９
６
４
年
の
生
活
と
比
較
し
た
現
在
の
生

活
の
メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
、
現
在
の
生

活
と
比
較
し
た
ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
ス
の
メ
リ
ッ

ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
な
ど
を
意
見
交
換
し
て
み

る
と
い
っ
た
内
容
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
教
育

を
企
画
。
小
中
高
お
よ
び
一
般
向
け
に
３
年

間
で
約
２
，７
０
０
人
に
実
施
（
出
前
授
業
）

し
、
賢
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
で
き
る
人
材

の
育
成
に
努
め
て
お
り
、
学
と
民
の
繋つ
な

が
り

に
も
寄
与
し
て
い
る
。
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財団ホームページが
リニューアルしました！

さらに
検索しやすく
なりました！

http://www.ace.or.jp/ 検 索コージェネ財団

広報委員会 委員長　加藤 弘之

　昨年の 12 月 12 日、COP21 でパリ協定が採択されました。また、本年 4 月には、「建築物のエネルギー消費性
能の向上に関する法律」、いわゆる建築物省エネ法が一部施行されました。
　東日本大震災以降、BCP（事業継続計画）における電力供給維持機能や、電力デマンドのピークカット効果といっ
た、いわばテンポラリーな場面でのコージェネレーションの有用性に、強いスポットがあたった 5 年間となりました。
こうした中、冒頭の新たな枠組みのスタートは、コージェネレーションの恒常的な低炭素化効果・省エネルギー効果
が改めて注目される契機となることでしょう。
　当財団は、経済産業省の「長期エネルギー需給見通し」に謳われた『コージェネレーション（1，190 億 kWh 程度）
の導入』の実現に向けて、関連する幅広い情報を発信し、広く社会に貢献することを目指しております。

19 編集後記
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Vol.11
Summer 2016

ＣＯＰ21からみた
今後の日本のエネルギー政策と
ＺＥＢ／ＺＥＨおよび
コージェネの果たす役割
早稲田大学 創造理工学部建築学科 教授／
早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構（ACROSS）住宅・建築環境研究所 所長

田辺 新一 氏

コージェネ導入事例
医療法人 原三信病院
東レバッテリーセパレータフィルム株式会社
スマートコモンライフ甲府富士見

特別寄稿

発 行 日	 2016 年 6月25日
発 行 人	 専務理事	土方	教久
発 行 所	 一般財団法人	コージェネレーション・エネルギー高度利用センター
編 集 人	 広報委員会委員長	加藤	弘之
制　　作	 株式会社	日経 BPアド・パートナーズ／株式会社	日経 BP
デザイン	 永井	むつ子（Zippy	Design）
印　　刷	 株式会社	大應

秋山	真吾
今成	岳人
小田島	範幸
小松	通憲

雑賀	慎一
中野	悟秀
成田	洋二
馬場	美行

安川	英雄
渡邉	規寛
深江	守
今井	雄一

〒105-0001	東京都港区虎ノ門 1-16-4	アーバン虎ノ門ビル4階
TEL	03-3500-1612　FAX	03-3500-1613
http://www.ace.or.jp/

一般財団法人 コージェネレーション・エネルギー高度利用センター
Advanced	Cogeneration	and	Energy	Utilization	Center	Japan	

広報委員

「日経 BP Marketing Awards」受賞のお知らせ
　当財団が協賛している日経ビジネスオンライン	スペシャルサイト「熱電併給（コージェネ
レーション）	エネルギーインフラの未来」をはじめとする一連の企画が、『第 2回	日経 BP	
Marketing	Awards	イノベーティブ部門（マーケティング手法の独自性や新規性に優れ
た企画や作品）優秀賞』を受賞しました。これは、コージェネの認知度向上・普及拡大の
ためのクロスメディアプロモーションが評価されたものです。

スペシャルサイトURL⇒	http://special.nikkeibp.co.jp/atclh/NBO/15/cogene/


